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過年度有価証券報告書等の一部訂正等に関するお知らせ  

 

 

当社は、平成 23 年５月 17 日付「第三者調査委員会からの調査報告書の受領に関するお知らせ」

において公表いたしましたとおり、平成 19 年３月期の売上計上処理及び平成 20 年３月期の貸倒

引当金計上等の会計処理に関する第三者調査委員会からの調査報告書を受領し対応を検討してま

いりました。 

第三者調査委員会による調査結果を踏まえ、当社の監査人であるやよい監査法人と協議した結

果、平成 19 年３月期及び平成 20 年３月期の過年度決算について、下記のとおり一部訂正等を行

うことといたしました。また、第三者調査委員会から提言がありました、会計処理の是正、社内

体制の是正等に関しても併せて対応方針を決定いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

１．調査報告書について 

 (1) 第三者調査委員会の調査事項 

第三者調査委員会において平成19年３月期及び平成20年３月期の有価証券報告書の下記の

会計処理を中心に調査が行われました。  

 ① α社に対する52,500千円売掛案件 

当社は、平成 19 年３月 31 日にα社に対するコンサルティング報酬 50,000 千円（税抜）

の売上計上を行い、対価として売掛金 52,500 千円を計上した。しかしながら、平成 20 年

３月 31 日に売掛金 52,500 千円の回収が困難なことから、同日に固定資産である長期営業

債権へ全額振り替え、貸倒引当金を計上した。「調査報告書（概要）P5 参照」  

  

② β社に対する 42,000 千円売掛案件 

    当社は平成 18 年９月 30 日にβ社に対するコンサルティング報酬 40,000 千円（税抜）の

売上計上を行い、対価として売掛金 42,000 千円を計上した。しかしながら、その翌年平成

19 年９月 30 日に、当該売掛金 42,000 千円が支払期日を過ぎても全く入金されないことか

ら、β社の新設子会社である B 社株式による代物弁済を受け、売掛金から投資有価証券に



振り替えた。さらに平成 20 年３月 31 日に、当該投資有価証券につき備忘価額１円を残し

全額評価損を計上した。「調査報告書（概要）P7 参照」 

  

③ γ社に対する 105,000 千円及び 60,900 千円売掛案件 

    当社は平成 19 年３月 31 日にγ社に対するコンサルティング報酬 158,000 千円（うちベ

ンチャープロデュース業務報酬58,000千円、セールスプロデュース業務報酬100,000千円、

いずれも税抜）の売上計上を行い、対価として売掛金 165,900 千円を計上した。しかしな

がら、その後平成 19 年８月 31 日に、γ社の財政難を背景としてγ社保有のソフトウェア

による代物弁済を受け、売掛金を税抜金額 158,000 千円で無形固定資産（ソフトウェア）

に振り替えるとともに、耐用年数５年で減価償却を開始した。さらに平成 20 年３月 31 日

に、当該無形固定資産につき備忘価額１円を残し全額評価損を計上した。 

「調査報告書（概要）P8 参照」 

 

(2) 第三者調査委員会の会計処理における結論  

  第三者調査委員会は以下のとおり、当社及び関係取引先から開示された資料の検討、当社

役職員、その他関係者に対しヒアリングを実施し、その信用性を慎重に検討いたしました。 

  その結果、以下の内容の結論が調査報告書に記載されております。 

① 第三者調査委員会の当該調査における収益認識基準とその基本的な考え方について 

収益認識基準とその基本的な考え方は、「財貨の移転又は役務の提供の完了」と「対価

の成立」といった我が国の実現主義の２要件を厳格に解釈するならば、収益を認識するた

めには、以下の３点全てが具備されていることが必要と考える。 

ア 取引当事者間の権利義務関係（所有権の移転時点、債権・債務の発生時点、特約（買戻

条件、解約条件等）の有無など）を明確にすること 

イ 対価の内容とその決済条件を定めた条項を含む契約（又は口頭や書面による合意）が取

引の相手方との間で成立していること 

ウ 収益認識時点において対価の回収可能性が高いこと 

「調査報告書（概要）P10～12 参照」 

 

 ② α社に対する 52,500 千円売掛案件について 

    当取引に関してはα社と当社間で締結された「業務報酬に関する合意書」が保管され、

かつα社から入手したα社印が押印された検収書が保管されているため、当該資料を閲覧

する限りにおいて平成 19 年３月期に売上計上したことには一定の正当性があると考えら

れる。 

しかしながら、実現主義を厳格に解釈する場合に上記①のア、イ、ウの要素全てが具備

されていることが必要と考えられ、売上計上に一定の正当性はあるものの、コンサルティ

ング業務の範囲及び業務完了日が不明確なこと、α社の支払能力が不十分なこと、上記書

類の入手日が平成19年４月以降であることから、その要件が充足されず計上すべきではな



かったと判断する。 

なお、同売上取引に係る売掛金は平成 20 年３月期に全額貸倒引当金に振り替えられてい

るが、上記のとおり売上計上自体が取り消された場合には、これに伴う貸倒引当金計上処

理も併せて取り消すべきと判断する。「調査報告書（概要）P13 参照」 

 

③ β社に対する 42,000 千円売掛案件について 

当取引に関してはβ社と当社間で締結された「業務委託契約書」が保管され、かつβ

社から入手したβ社印が押印された検収書が保管されているため、当該資料を閲覧する

限りにおいて平成19年３月期中間連結会計期間に売上計上したことには一定の正当性が

あると考えられる。 

しかしながら上記②と同様実現主義を厳格に解釈する場合に、業務内容や決済条件と

いった契約内容は明確化され上記①のア、イの要件は満たしているものの、ウの要件は

満たせていないといえるため、当取引は売上計上すべきでなかったと判断することもで

きる。 

なお、同売上取引に係る売掛金は、β社の子会社であるB社株式との代物弁済により投

資有価証券に振り替えられた後、平成20年３月期末に備忘価額１円を残して全額評価損

が計上されているが、上記のとおり売上計上自体が取り消された場合には、これに伴う

投資有価証券評価損の計上処理も取り消すべきと判断する。この場合、株式の取得事実

自体を取り消すことはできないため、ゼロ円の資産を譲り受けた格好になり、備忘記録

１円の受贈益が計上されることになる。「調査報告書（概要）P14参照」 

 

④ γ社に対する 105,000 千円及び 60,900 千円売掛案件について 

当取引に関してはγ社と当社間で「コンサルティング業務基本契約書」、「セールスプ

ロデュース業務個別契約書」が保管され、また２案件ともにγ社印押印済み検収書が保

管されているため、平成19年３月期の売上計上にも一定の正当性があるように思える。 

しかしながら、上記②③と同様実現主義を厳格に解釈する場合に、取引の合意が曖昧

であることを勘案すると、上記①のア及びイの要件を満たしているとは考えにくく、売

上計上すべきでなかったと判断できる。 

なお、同売上取引に係る売掛金は、γ社保有のソフトウェアとの代物弁済により無形

固定資産（ソフトウェア）に振り替えられた後、備忘価額１円を残して全額平成20年３

月期末に減損損失が計上されているが、上記のとおり売上計上自体が取り消された場合

には、これに伴う減損損失計上処理も取り消すべきと判断する。この場合、ソフトウェ

アを取得した事実を取り消すことはできないため、ゼロ円の資産を譲り受けた格好にな

り、備忘記録１円の受贈益が計上されることになる。「調査報告書（概要）P14～15参照」 

 

(3) 第三者調査委員会からの具体的施策の提言及び当社の対応について  

  第三者調査委員会からは以下のとおり、具体的な施策「調査報告書（概要）P20～21 参照」



の提言を受けており、当社は速やかに以下のとおり対応を検討いたしました。 

Ａ）会計処理の是正について 

当社は、調査報告書の提言に基づき、速やかに、過年度決算の修正を行うことといたしまし

た。  

修正の概要は以下のとおりであります。  

 ① 平成 19 年３月期α社に対するコンサルティング報酬 50,000 千円（税抜）の売上計上及び

売掛金 52,500 千円の取り消し 

 ② 平成 20 年３月期α社に対する長期営業債権及びそれに対応する貸倒引当金 52,500 千円の

取消 

 ③ 平成 19 年３月期β社に対するコンサルティング報酬 40,000 千円（税抜）の売上計上及び

売掛金 42,000 千円の取消 

 ④ 平成 20 年３月期β社に対する売掛金 42,000 千円と投資有価証券との代物弁済の処理を１

円の受贈益の計上処理に修正 

 ⑤ 平成 19 年３月期γ社に対するセールスプロデュース業務報酬 100,000 千円（税抜）及びコ

ンサルティング報酬 58,000 千円（税抜）の売上計上及び売掛金 165,900 千円の取り消し 

 ⑥ 平成20年３月期γ社に対する売掛金165,900千円とソフトウェアの代物弁済の処理を１円

の受贈益の計上処理に修正 

 

 これらの結果、平成 19 年３月期の売上計上 248,000 千円（税抜）が取り消され、当期純利益が

252,500 千円下方修正されますが、平成 20 年３月期に計上した貸倒引当金繰入額 52,500 千円、

有価証券評価損 42,000 千円、減価償却費 21,066 千円、減損損失 136,933 千円が取り消されるた

め 252,500 千円が上方修正されます。 

 なお、平成 21 年３月期第１四半期から平成 23 年３月期第３四半期に関しては、破産更正債権

（長期営業債権）及び貸倒引当金 52,500 千円が相殺されますが、貸借対照表の純資産及び総資産

ならびに業績への影響はございません。 

   

過年度決算の訂正による業績への影響見込について  

      （単位：百万円）

連   結 個   別 
  

訂正前 訂正後 影響額 訂正前 修正後 修正 

売上高 953 913 △ 40 881 841 △ 40

営業利益 65 23 △ 42 14 △ 27 △ 42

経常利益 61 19 △ 42 21 △ 20 △ 42

中間純利益 34 △ 7 △ 42 11 △ 30 △ 42

純資産 1,060 1,018 △ 42 1,038 996 △ 42

平成 19 年３月期 

中間 

総資産 1,347 1,305 △ 42 1,274 1,232 △ 42



売上高 2,118 1,870 △ 248 1,863 1,615 △ 248

営業利益 171 △ 80 △ 252 75 △ 177 △ 252

経常利益 155 △ 97 △ 252 69 △ 182 △ 252

当期純利益 73 △ 179 △ 252 30 △ 221 △ 252

純資産 1,109 857 △ 252 1,061 808 △ 252

平成 19 年３月期 

期末 

総資産 1,971 1,711 △ 260 1,877 1,617 △ 260

売上高 793 793 0 608 608 0

営業利益 △ 151 △ 146 5 △ 175 △ 170 5

経常利益 △ 154 △ 148 5 △ 178 △ 173 5

中間純利益 △ 219 △ 214 5 △ 221 △ 215 5

純資産 759 512 △ 247 711 464 △ 247

平成 20 年３月期 

中間 

総資産 1,515 1,268 △ 247 1,487 1,240 △ 247

売上高 1,131 1,131 0 669 669 0

営業利益 △ 310 △ 236 73 △ 372 △ 299 73

経常利益 △ 328 △ 254 73 △ 391 △ 318 73

当期純利益 △ 1,004 △ 752 252 △ 1,033 △ 781 252

純資産 335 335 0 209 209 0

平成 20 年３月期 

期末 

総資産 824 824 0 783 783 0

※ 上記数字は、本日、平成23年５月20日時点における当社の見込み数字であり、監査法人の過

年度決算における監査により変更になる可能性がございます。 

 

Ｂ）社内体制の是正等について  

第三者調査委員会からは上記会計処理の是正の他、「全社的な内部統制」、「受注から売上

計上に至る業務プロセスの内部統制」、「売掛金及び投資有価証券並びに固定資産評価に係る

業務プロセスの内部統制」に関して一部是正等の提言が行われています。  

  当社は、それらの提言を踏まえ、下記の施策を行ってまいります。 

 (1) 社内開示体制の再構築とチェック機能強化 

社内情報を集約させて牽制機能の強化を図るための委員会を設置いたします。これは通常

の経営者会議（取締役会）と新設の監査役会を横断的に組織し、外部の資格者も交えて牽制

機能を強化いたします。 

 

(2) 人材の補強 

内部管理体制の強化、特に経理部門の強化を図るため１名の増員を行います。会計スキル

の高い人員を予定しており、監査法人への依存体質からの脱却を目指します。 

 

(3) 社内勉強会・研修の実施 



受発注の契約に伴う売上計上基準や業務フローの確認と実務力向上を図るために事例研究

などの研修を行います。事例研究では、一般的な事例を基に基本を習得すると同時に、他社

の過去発生した事例なども参照し、より正確な業務フローの共有を行います。 

 

(4) 外部知識の活用 

社内においての内部統制も強化を進めて参りますが、加えて社外への依頼による外部知識

の活用も積極的に取り入れて参ります。 

これによってチェック機能のみならず、社内規則及び与信管理、売上計上フローに伴う書

類の見直しを行い、より強度の与信管理や契約書面作成が実現されると思われます。さらに

社員のスキル向上も図っていきます。 

 

(5) 専門性の高い監査役の増員 

今年度６月開催予定の株主総会で新たな監査役候補として、現役の公認会計士の登用を検

討しております。現在の監査役に加えて、専門性の高い監査役として、当社の会計・財務面

のみならず、与信等のおいても取締役会の参加の際に、的確なアドバイスをいただけること

を期待しています。 

  

(6) 内部監査の強化 

内部監査については、当社の組織が小規模なことから現状の体制においてもチェック機能

を果たしておりますが、今後は監査役及び監査法人とのミーティングの機会を増やすなど、

より質の高い内部監査を実施してまいります。 

 

 (7) 与信管理の改善 

与信審査のチェック機能強化のために委員会に報告を行い、適正に運営管理されているか

のチェックを行っていきます。また、内部監査でも併せて定期的にチェックを行っていきま

す。 

 

２．今後の対応について  

過年度決算の修正につきましては、現在確定及び修正作業を進めております。平成19年３月期

中間決算から平成23年３月期第３四半期までの有価証券報告書、半期報告書、四半期報告書、有

価証券届出書の訂正報告書の提出及び、決算短信の訂正の発表並びに、平成23年３月期決算短信

の発表につきましては、６月上旬を目処に行う予定であります。 

 

株主、投資家及び取引先をはじめとする関係者の皆様には、多大なるご迷惑とご心配をお掛け

いたしますこと深くお詫び申し上げます。  

 

以上 


